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原発と人権〜福島事故から７年目を迎えて             
―公害・地球懇総会記念講演要旨― 

 日本環境会議理事長 寺西 俊一 

福島事故から丸６年余を振り返る 
 2011年3月に東京電力福島第一原発の過酷事故

が起こって2か月後の5月、日本環境会議(JEC)は、

「東日本多重災害復興再生政策検討委員会」を立

ち上げ(初回参加37名)、その後も活動を継続して

いる。翌年の2012年4月には「原発と人権」全国

研究・交流福島集会を福島大学で開催し540人が

参加した。このように、JECは様々な研究や対策

に取り組んできた。来年、2018年は４回目の全

国交流集会を計画中である。 

 東日本大震災は、我々にとって未曾有の天災で

あり、福島第一原発事故は未曾有の人災であった。

原発事故に関しては、1974年に、米国のA.V. 

Kneese教授が「ファウスト的取引」と題する論

文で、原発は「不滅の放射性廃棄物」という、負

の遺産としての「永遠の危険性」をもたらすと喝

破していた。また、ドイツ出身のK.W.Kapp教授

は 、 原 発 事 故 は 「 考 慮 さ れ ざ る 費 用 」

(Uncounted Costs)を一挙に顕在化させ、膨大な

「社会的費用」をもたらすとして、その「責任と

費用負担」のあり方について厳しく問いかけてい

た。 

現状は 

 福島第一原発では、2011年3月12日に1号機が

水素爆発、14日に3号機も爆発したが、現在に

至っても排気塔２本がいつ倒れるかわからない状

態のままでいまだ放置されている。昨年6月、爆

発しなかった2号機にやっとカメラを入れてメル

トダウンした核燃料らしい黒い影を捉えた映像を

NHKが配信したが、爆発した原子炉の中がどう

なっているかは未だに分からない状態である。 

 溶けた核燃料が原子炉格納容器の下のコンク

リートを突き破って(メルトスルー)して地下水に

混じり海へと流れ込む事態になっていたら大問題

だが、多分そこまではいっていないだろうとみら

れている(希望的観測ではあるが)。 放射性物質

が飛散したのは海側に6割、陸地側に4割。離れれ

ば距離の二乗に反比例して弱まる放射線量より、

森林や河川や大地に降り注いだ各種の放射性物質

の方がこれからは心配だ。 

 体内に取り込んでしまうと局部的に内部被曝す

る。セシウムよりストロンチウムとかプルトニウ

ムなどのほうが危険性がはるかに高い。 

 今年3月現在、福島第一原発のサイトではまだ

毎日130トンの汚染水が発生し、サイト内の貯蔵

タンクが1000基を超えつつある。もう置き場が

ない状態で、上澄み液を海へ流すことも画策され

ている状況にある。 

 避難者は行政が把握している範囲でもピーク時

は15万人余、今でも6〜7万人。現時点での避難

指示解除地域での帰還率は平均13％くらいで、

戻っているのは元気で車の運転ができる高齢者。

特に子どものいる世帯、若者は戻っていない。戻

らないものには補償も住宅支援も打ち切る、避難

指示を解除された地区の役場では帰還しないと賃

金の昇給はない、一切面倒は見ないという脅迫的

なことまで行われている。 

  もともと、避難指示区域外の避難者(いわゆる

自主避難者)にはなんの補償も行われてこなかっ

た。昨年10月、日本環境会議沖縄大会を開催した

が、原発避難者の分科会も設定した。実は、沖縄

にも避難者が700人もおり、非常に驚いた。 

 福島県民健康調査で、事故当時18歳未満だった

子どものうち甲状腺癌及びその疑いがあるものは

183人にも達している(2017年4月現在)。国や県で

は、調査対象人数が多かったから出た結果で、事

故との関連があるとは言えないとしているが、

チェルノブイリでは５年目以降急速に増えており、

これからさらに増える可能性があるのではないか。  

 健康調査の打ち切りや縮小は絶対許されない。 

除染の問題も大きい。「仮置場」「仮仮仮…置

場」などと言っているが、「汚染土」を入れたフ

レコンバッグは他に持って行き場がないのが現状

である。 

 しかも「除染」でなく「移染」だ。また、富岡

町では、津波の再来襲がもう一度あったら危険な

海岸線にもたくさんのフレコンバックを並べてい

る。すでに4兆円近くの経費をかけている除染事

業そのものの効果も大きな疑問がある。 
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 除染効果で放射線量は71％減少したと言ってい

るが、仮に何もしなくても放射線量の物理的減衰

だけで59％減少していたはずなので、わずか

12％分の減少効果にすぎない。4４兆円は「除染

ビジネス」を請け負っている大手ゼネコンの懐に

流れ込んでいるだけである。事故処理費用につい

ても、2013年時点では11兆円とされていたが、

昨年末には22兆円かかると言い出した。いや70

兆円以上かかるという試算もある。この点でも十

分な検証が必要だ。 

 今後の課題 

 福島原発事故の被害は、生命・健康、生活面、

農林業、二次産業・三次産業、交通部門などにと

どまらず、伝統文化・祭り、地域コミュニティの

破壊に至るまで、非常に広範に及んでいる。こう

した多重的な被害に今後どう向き合い、対処して

いくかが厳しく問われている。 

 最後に、こうした福島原発被災からの真の復興

と再生に向けて、なお多くの諸問題が山積してい

るが、そのなかで、とくに重要な今後の諸課題を

整理して示しておけば、以下のような9項目にま

とめられる。 

 

① 福島原発事故の 原因・経緯・現状の徹底究

明と責任の明確化 

② 避難政策の検証、避難指示解除・帰還政策の

見直しと再検討 

③ 被災者への全面的な損害賠償の獲得(原発訴

訟へ支援) 

④ 区域外避難者を含む、すべての被災者の生

活・生業の再建に向けた十分な支援の継続と

拡充 

⑤ 被災地域住民(とくに子供たち)への健康影響

調査の継続と「被災者健康手帳」の交付等に

よる十全な医療保障体制の確立 

⑥ 「除染事業」の徹底検証、「仮処分場」「中

間貯蔵施設」「最終処分」をめぐる住民意向

の尊重と十分な合意形成プロセスの確立 

⑦ 被災地域(自治体)の将来構想と複線型復興の

柔軟なあり方の総合的な検討(復興庁設置法

の抜本改正も必要) 

⑧ 福島原発における 「汚染水対策」廃炉事業

最終処分等の工程表に関する、信頼に足る独

立した専門家よる見直しと再検討 

⑨ 「再稼働」、「脱原発」、今後の電力・エネ

ルギー政策の検討 

総会を終えて 
公害・地球懇事務局長 橋本良仁 

2017年度総会は5月13日、日本環境会議理事長

(一橋大学名誉教授)の寺西俊一さんによる記念講

演「原発と人権―フクシマ事故から7年目を迎え

て」(本号に講演要旨掲載)、そして総会議事を行

いました。総会では、①2020年(当会設立結成30

年)に向けた短期的視点から、②地球の未来を決

する2030～50年を展望した長期的視点からの活

動方針が提案されました。討論では多くの方から、

方針を補強する積極的な提案が出され、幹事会が

提案した2016年度活動報告、会計・監査報告、

2017年度活動方針が全会一致で承認されました。 

今年度は、昨年も取り組んだ「原発ゼロと温暖

化対策の確実な実行を求める」国会請願署名とす

べての原発関連費用を国民負担にする政府のエネ

ルギー政策に反対する活動をさらに進めることに

なります。 

「なくせ公害、守ろう地球環境」のスローガン

のもと、今年度も頑張りますのでご協力をお願い

いたします。JNEPニュース7月号の発送時に会

計報告とともに会費の請求用紙を同封いたします

のでよろしくお願いします。 
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今回は築地市場問題について政府の見解を踏ま

えて、専門家会議の安心・安全を軽視した非科学

的な対策を明らかにし、豊洲移転を中止し築地市

場の再整備実現を訴えます。 

 

日本共産党の笠井亮衆議院議員が政府に要求し

た築地市場移転問題に関する質問主意書答弁書

(2007年11月27日)は、「築地市場の移転の問題に

ついては、築地市場の移転を計画している東京都

に対し、食の安全性や信頼が確保されるよう科学

的見地に基づき万全の対策を講じるとともに、消

費者等に対して対策の内容等について十分な説明

を行い、その理解を得るよう求めているところで

ある」となっており、安倍首相も国会答弁で、

「答弁書の立場を現内閣も引き継いでいる」とし

ています。 

また、2017年4月10日、参議院予算委員会にお

ける日本共産党の吉良よし子参議院議員の質問に

対して山本有二農水大臣は、「汚染の措置を行わ

ず、盛り土等のみを行ったうえ、区域指定を受け

たまま土地利用をすることは可能」、しかし、

「生鮮食料品を取り扱う卸売市場用地の場合には

想定し得ない」と答弁しています。 

さらに、2011年2月23日、都議会において岡田

中央卸売市場長は、「汚染された土壌が無害化さ

れた安全状態とは、①土壌汚染対策を確実に行う、

②東京ガス豊洲工場の操業由来の汚染物質をすべ

て除去、浄化され、③土壌はもちろん、地下水の

汚染も環境基準以下になることである」と答弁し

ています。 

2017年5月18日の「第6回豊洲市場における土

壌対策等に関する専門家会議」は最後の会議開催

予定で、この会議の結論は7月の都議選にも大き

な影響を与えると注目されました。 

この会議での平田健正座長の「地下の汚染物質

を環境基準以下にすることはできない。地下の有

害物資を如何に管理するか、将来の安全をめざし

た管理方法を検討している」との説明に対し、市

場関係者等から怒りの声が沸きあがりました。 

専門家会議の方針は、都議会の決議を無視して、

安全な対策を行うという約束を反故にするもので

あり、市場関係者を納得させる対策を見いだせな

かった責任は大きいと言わなければなりません。 

この方針に対して会場内からは反対意見が続出、

会議の進行は不能状態となりついに休会、6月に

再開することとなりました。 

専門家会議の方針は地下ピットの表面に、①特

殊なシートをはる、②コンクリートを敷く、の二

案です。有害物質を残したままの対策ですから巨

大地震や老朽化した場合はひび割れが生じ、有害

物質による被害の大きなことが予測されます。 

 

汚染されたままの豊洲移転はきっぱり中止し、

開業以来80年間食中毒事件も皆無、場内、場外施

設が一体で都民・国民に親しまれてきた築地市場

の再整備を検討すべきです。築地市場プロジェク

トチーム(ＰＴ)の第１次報告書案(2017年6月5日)

では、豊洲移転の場合の市場会計赤字は60年で1

兆円以上と試算しています。 

また、豊洲市場の土壌汚染問題については、東

京ガスの操業由来の汚染物質の除去・浄化などの

無害化が達成できていないと指摘、築地市場改修

案としては４案を提示しており、工期は3年半～

15年、費用は800億円～1388億円としています。 

会議を傍聴していた私は平田座長に向かって、

「科学者の良心にしたがって問題を解決すべき」

と厳しく迫りました。 

築地は銀座や新橋に近く日本の食文化の中心で

あり、平日も賑やかで外国人観光客も多く、日本

の守るべきブランドといえます。都民世論の結集

こそが築地市場問題の解決への道です。 

  

築地市場問題解決への道 
元環境学会会長 東京農工大学名誉教授 公害・地球懇代表幹事 

本間  慎 
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 操業時の東京ガス豊洲工場 

≪追伸≫ 

 

6月11に再開した専門家会議で平田座長は豊洲

移転計画の説明後、まとめとして「豊洲市場に

おける対策」を発表し、これは「案」ではなく

「決定」であると宣言しました。市場関係者は

「決定」である以上、意見を述べても意味がな

いと猛烈に反発し、「決定」を取り払って関係

者の意見を聞けと迫りました。平田座長は勢い

に押され、やむを得ず、暫時休憩し「検討」す

ると約束しました。 

しかし休憩後の冒頭、「本日の会議は終了しま

す」と言って逃げるように立ち去りました。築地

市場の方々の意見を聞き、理解がえられる対策を

構築する姿勢はなく、謙虚さもなく、科学者とし

てあるまじき態度です。私は発言しようと思って

いたのですが、そのチャンスが失われてしまいま

した。 

発言したかった内容は以下の通りです。専門家

会議は都議会決議である地下の「無害化」を果た

し得ず、地下土壌中の有害物質はそのままで、地

下ピットにシートまたはコンクリートで覆うとい

う方法を提案しています。 

その対策は何時まで安全かの方針も示さず、破

損したり、ひび割れが生じたりすれば、有害揮発

性物質が地上へ飛散し影響を与えるであろう。さ

らに、豊洲移転後の60年間の赤字累積が1兆円に

もなるという試算があります。 

したがって、専門家会議は、「豊洲は食料品を

取り扱う市場としては適当でない」と宣言すべき

です。 

小池都知事がどのような方針を出すのか、この

問題は都議選での大きな争点になることは必至で

す。 

 

 質問者「なぜ仙台港に石炭火力発電所を建てる

のですか？」、事業者「木を切ったりして土地

を開く必要がないからです」、質問者「それは

津波ですべて流されたからじゃないですか！」 

被災地を狙い撃ちする石炭火力発電所への怒り 
    -反対署名に2万3千筆が集まる- 

仙台港の石炭火力発電所建設問題を考える会 共同代表 
明日香壽川（東北大学教授） 

 これは、さる2017年3月8日に夢みやぎメッセ

で開催された関西電力と伊藤忠の子会社による

石炭火力発電所(仙台パワーステーション：以下

仙台PS)の住民説明会での一コマだ。この事業者

と質問に立った会場の女性とのやりとりは、参

加した住民の神経を最も逆なでした瞬間でも

あった。実は、後半の質疑に入る前に仙台PS 側

がマスコミの撮影禁止を主張し、会場からの

「公開！」の大合唱によって結局撮影可となる

一幕もあった。 
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首都圏に売電するものであり、東北電力などの

地元の電力会社との競合も考えれば経済効果は

極めて限られる。 

 原発が稼働していないからという意見もある。

しかし、現在、仙台でも日本全体でも電気は

余っている。また、原発と石炭火力を同時に推

進している国は、先進国では日本のみであり、

途上国でさえ石炭火力を減らそうとしている。

日本は世界の流れに完全に逆行している。 

 このような中、2017年3月14日に四国電力と住

友商事による別の石炭火力発電所が仙台港に建

てられる計画が発表された。このように津波被

災地が狙われるのは、地価が安く、首都圏に近

いために企業にとって利益があげやすいからだ。

まさに震災便乗ビジネスであり、「利益は大阪

や四国に、電力は東京に、汚染とリスクは東北

に、責任や賠償は次世代に」という構図は原発

と全く同じである。 

 この仙台PSに反対する市民は「仙台港の石炭

火力発電所建設問題を考える会」を結成し、事

業者、市、県、一般市民に対して様々な活動を

行ってきた。2017年4月からは仙台PSの試運転及

び操業停止を求める緊急署名を行い、5月末時点

で集まった22,813筆もの署名を6月1日に事業者

に送付した。 

 しかし仙台PSは、このような市民の反対、懸

念、疑問の声を無視し、環境アセスメントを行

わないままに試運転を6月中旬にも開始しようと

している。このような態度は、事業者として極

めて無責任であると言わざるを得ない。仙台PS

は、事業の問題を直視し、市民の声を真摯に受

け止め、試運転及び操業を停止すべきである。 

 福島での原発事故から私たちは一体何を学ん

だのだろうか。このような県民や市民にとって

デメリットがはるかに大きい汚染施設を誘致し、

建設を認めた市や県の担当者や首長に対しても

大きな怒りを覚える。  

 平日の夜に500人もの住民が足を運び、会場に

て大きな声で不満を表明したのには当然の理由が

ある。 

 この仙台PSで懸念される点は、1）PM2.5や水銀

などによる近隣住民への健康影響、2）同じく汚

染物質による蒲生干潟への影響、3）地球温暖化

促進、4）環境アセスメント拒否、5）住民へのコ

ミュニケーション拒否、6）被災地への汚染施設

集積、などである。この火力発電所から5キロ

メートル圏内には32の小中学校などがあり、大学

病院、図書館、博物館などの公共施設も多い。 

 2番目に挙げた蒲生干潟は、仙台市の北部を流

れる七北田川の河口左岸にある潟湖状の湿地であ

り、仙台の生態系におけるシンボル的なものに

なっている。四季を通して様々な渡り鳥が観察で

きる全国有数の探鳥地で、国指定の鳥獣保護区特

別保護地区でもある。東日本大震災では、干潟の

海側の砂浜が流され、潟湖の形状が失われてしま

い愕然とした。しかし、数ヵ月後には自然に砂が

溜まるようになり、現在は以前の干潟の地形に回

復している。 

 それと共に、震災直後には姿を消していたカニ、

カイ、ゴカイ類などの底生動物も再生し、それら

を食物とするシギ・チドリ類の姿は、震災前より

も多く見られるほどのにぎやかさである。 

 通常、このような健康や環境に影響を与える可

能性がある事業は、計画段階で地域住民に説明す

るのが常識であり、環境アセスメントも行うのが

企業としての社会的責任である。 

 しかし、仙台PSは、住民説明会も環境アセスも

頑なに拒否してきた。宮城県議会での請願書採択

や環境大臣の意見があって、建設がほぼ終了した

時期になってようやく開催したのが3月の説明会

であった。そのため、大多数の市民や県民は本件

について全く知らされていない。 

 しばしば企業誘致は復興のために仕方がないと

いう意見を聞く。しかし、問題はどのような企業

を誘致するかである。この関電による電気事業は 
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仙台パワーステーションの石炭火力発電所 

今村復興大臣糾弾 フクシマ現地調査に行け！ 

 東京あおぞら連絡会吉川 方章 

 日本史上、最大にして最悪の公害の現地フク

シマの６年後の現状をつかむため、私たち一行

は福島を訪れた。スタートは楢葉町宝鏡寺。住

職早川氏(福島原発避難者訴訟原告団長)は、避難

解除後の楢葉町で帰還者7363人,帰還率11.11％、

0歳から49歳は147人、人口比2％と指摘し、大半

が高齢者の帰還を示している。避難指示と解除、

3月から4月に帰還宣言する飯舘村なども少数者

にとどまることとなると話された。仕事がない、

自宅が住める状態にない、インフラがない、放

射線量の不安、第一原発の収束過程への不安、

第二原発廃炉決定してない不安などを考えれば、

帰還困難が充分理解できる。 

特集 第6回福島現地調査 ・ 報告 3 

 国(復興大臣)は「避難は自己責任・帰還するか

しないは自己判断・国は避難解除の条件＜空間

線量年間20ｍＳｖ以下・インフラ整備・除染完

了・県市町村、住民協議＞を満たした」との態

度。今村大臣発言そのものである。避難者等に

寄り添い復興に尽力等でなく、東電に寄り添い

国・東電の責任を免罪する姿勢が明らかになっ

た。 

 早川氏は、原発神話が蔓延する30数年前から

原発事故を予見し、原発(誘致)反対の裁判闘争を

先頭になって闘われた方。そして、今、原発訴

訟の原告の中心として先頭たたれている。氏の

胸中を察し、心を締め付けられた。 

 群馬避難者訴訟原告丹治さんの全国初判決、

「国・東電に責任 津波予見できた」の一部勝

訴判決の報告、被曝と帰還の強制と闘うかなが

わ原告村田さんの発言も勇気と展望を与えてく

れた。 

 「原発事故からまる6年、放射能公害と闘う福

島から」伊東達也氏の話(説明)や資料は、被災の

実相、原発を巡る問題点、到達点、運動の課題

にも触れたもので、私たちがしっかり身につけ

なければならない。 

 2017年1月末、兵庫県赤穂市での石炭火力発電

所計画は、実質的に知事の意見でストップした。

ぜひ選挙を控える仙台市長や宮城県知事も、市

民や県民の立場にたって英断してほしい。そう

なるまで、「仙台港の石炭火力発電所建設問題

を考える会」は抗議活動を続けていくつもりで

ある。 

  

 
明日香さんが出演しているDVD 

「地球の温暖化をとめて 2」 

未来につなげ! 
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フクシマ現地調査の参加は願ってもないチャンスでした！ 
埼玉土建アスベスト訴訟原告団事務局長 大坂 春子 

 フクシマ現地調査に突然のお誘いを受け参加を

させていただき、大変ありがとうございました。

話しでは聞いておりましたが・・・一度は自分の

目で確かめられればなあーと思っていましたので

ほんとうにありがたい機会でした。資料をたくさ

ん送っていただき、事こまやかに予定を組み、何

一つ落度なく道を引いて下さり、願ってもない

チャンスでした。 

私の予想をはるかに超えたあまりの酷さに唖然！！ 

これで帰れなんてもってのほか。 

怒りに怒っている自分がいた。 

 黒い袋に入れられ、限りなく続いていたあの場

所を見た私はなぜかプッツン。涙が止めどなく流

れた。しこったまショックだった。よそ者だから

言える私の直感は「帰りたくない」の一言だった。 

  

福島地裁前で「生業」訴訟結審の応援 

ほとんどの田んぼがフレコンバッグで

あふれている山木屋地区 

 農民連三浦氏は、農事組合法人浜通り農産物供

給センターで、お米の全袋検査をして、検査機代

と人件費を国の復興基金で賄い、運営費は東電か

らの賠償金を充てるなどして、福島のお米は洩れ

なく測ることができるようにしたとの報告。地元

できびしい環境のもとでも展望を持って果敢に闘

う姿に心を打たれた。 

 今回の現地調査のもう一つの目的、4000人の

原告をもつ「生業を返せ、地域を返せ!」福島原

発訴訟の結審日行動への共同でした。福島地裁前

署名提出、傍聴激励、人間の鎖行動参加です。 

 雨の中、原告支援が一つになって壮大な規模に

なり、勝利判決めざす闘いの確信になりました。

最後に、実行委員会事務局のすばらしいとりくみ

が参加者層・地域・運動の進化と広がりがあり、

多様な交流ができた実り多い充実した時間でした。 

 

 

この一言では片づけられない問題と思い、格闘し

ている。 

 主人も私も秋田県出身。県は違ってもなぜか身

につまされる思いが強かった。卒業後五年間は見

習い、一年間の御礼奉公を終え、師匠に「明日か

らは来なくてもよい」と言われたその日に、道具

袋を担いで見ず知らずの東京に出て来たと言って

いた。人様が安らぐべく家を作ることに専念、五

十年間大工一筋で頑張ってきた。ガンコで、し

こったま几帳面な人だった。我が家は毎日朝から

笑いの絶えない日々であった。 
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 今月の「ネモやんの福島便り」は編集の都合で

ホームページのみに掲載しました。 

福島切捨て許すな！第４２回公害総行動に２０００名参加 
公害・地球懇事務局次長 清水 瀞 

第42回全国公害被害者総行動は6月7，8日の二

日間、病苦と高齢化の困難をかかえながら全国の

公害被害者が勢揃い、環境大臣交渉を皮切りに

霞ヶ関昼デモ、東電・政府交渉及び一斉交渉(6

省・20部局)、総決起集会、環境省前まとめ行動

まで「七つの行動」をやり抜き、すべての公害被

害者の救済と根絶を求めました。今回の総行動の

最大の特徴は、今村復興大臣の暴言・辞任に続く

原子力規制庁の交渉拒否、トランプ政権の「パリ

協定離脱表明」という事態に直面、総行動にとっ

ては厳しい局面での闘いとなりました。 

帰還強要・福島切捨ては許さない！の東電・政

府交渉は250名が参加、三時間半にわたり厳しく

追及。交渉を拒否している原子力規制庁に対して

は「原発事故被害者の声を聞かないのか。 

公害総行動の交渉拒否は前例がなく絶対に許さ

れない」と粘り強く折衝を続けました。環境省幹

部・有力国会議員の「唯一の公害被害者団体との

交渉に応じるべきだ」との働きかけもありぎりぎ

りの段階(8日11：30から)で交渉が実現しました。 

また、トランプ政権に対して山本環境大臣は

「失望・残念」、「パリ協定にそって2050年

80％削減の長期ビジョンにもとづき、温暖化対策

をすすめる」と発言。厳しいつばぜり合いのもと

で公害総行動の真価を発揮し、運動は来年6月6，

7日に継続します。(詳細は7月号に掲載します。) 

 

  

≪公害総行動カンパのお礼≫ 

第42回公害総行動の開催にあたり、当会の訴

えに7万円近いカンパが寄せられ、総行動実行委

員会にお渡ししました。皆さんのご協力に感謝申

し上げます。 

 

 2003年に夫を、2013年に息子をもアスベストに持っ

て行かれてしまい、明るい我が家もいまは自分一人

での暮らしとなった。 

 家に閉じこもったら最後と思い、たとえチョッ

ピリでも人様のためになれるのであればと毎日駆

けずり回っています。私もずーと一緒に現場に出

て大工仕事をやってので、自分にもプラークが出

てしまい、いつ発症するかと不安で不安でたまり

ません。 

 大事な大事な夫・・・大事な大事な息子・・・

二人の尋常でない痛がりと苦しみを身近に見てい

たので、自分がもし・・・死ぬのであれば、発症

する前に死ねたらいいなあーとさえ思っています。

アスベストは苦しんで苦しんで亡くなるんです。

頭の中まで玉汗をかいてもがき苦しむ姿を娘二人

には味あわせたくない、あの思いは自分だけいい。

いまの私には只々悔しさだけが残ります。  

  

 上の娘は三人の男の子(大学・高一・中二)、下

の娘は女の子一人。私の所から近くに住んでいる

ので、毎日のように顔を出してくれます。私が帰

るとおかずを作って持って来てくれるので大助か

り。私を連れ出そうとよく誘ってくれるが、手帳

を見て「あらごめん！きょうは何があるか

ら・・・」と断ると、「バァバ出歩くのもよいけ

どたまにはのんびりしてよ！ジィジとニィニみた

になったら私たちまで浮かばれない！」といつも

言われています。娘たちは二人の誕生日には必ず

ケーキを買って来てくれます。ジィジとニィニが

居ればなあー・・・の話しなるのはつらいのです

が。5月19日には日比谷・新宿で亡くなった方々の遺

影をかかげた大々的な行動がおこなわれます。ご支

援をよろしくお願いします。(公害・地球懇、公害総

行動実行委員会、福島原発事故被害者が参加し、

総行動事務局の大越宏樹さんが連帯の挨拶をしま

した。) 



JNEP 公害・地球環境問題懇談会

10 #258/Jun.2017

JNEP情報（6月） 

  

アメリカ、パリ協定から離脱方針を発表 

 アメリカ・トランプ大統領は「パリ協定」から

の離脱方針を発表した。また、基金への拠出も停

止するとした。ただし、「気候変動枠組条約」に

はとどまるとしている。離脱理由にあげた新興国

に比較してアメリカに不利・不公平などはいずれ

も事実誤認、あるいは根拠がない。 

 世界第２位の排出量であるアメリカのパリ協定

離脱は、現世代や将来世代の温暖化の悪影響・被

害を無視し、また世界の合意に背を向ける行為で

ある。また、自然エネルギー産業などアメリカ国

内の産業発展や地域雇用創出にも敵対している。 

 アメリカでは州や自治体の権限が強く、東部や

カリフォルニア州の排出量取引制度(大口削減義

務化制度)など自治体政策が継続強化される。ま

た、アメリカ国内では「私たちはパリ協定に残

る」という宣言に9つの州、約180の自治体の首

長(大統領が「私はパリ市ではなくピッツバーグ

市を代表している」などと言及したピッツバーグ

の市長も宣言に加わっている)、約1400の企業・

投資家(IBM、ヒューレットパッカード、アマゾ

ンなど大手企業も)、約280の大学(コロンビア大

学、カリフォルニア大学バークレー校など)が署

名、その数は増え続けている。ハワイ州はパリ協

定を守る独自の州法を定め、他州も続く見通しで

ある。米国内の世論調査でも離脱に６割が反対し

ている。離脱方針は政権中枢でも意見が割れてい

た。 

 他国は、欧州などの先進国、中国インドなどの

新興国などがあいついでパリ協定の中で対策を進

めるとしている。 

  

韓国が老朽石炭火発を停止 

 韓国の文在寅(ムン・ジェイン)政権は、大気汚

染対策として運転開始後30年を経過した老朽石

炭火力10基のうち8基を一時停止、残り2基を含

め10基を廃止するという新政策を発表した。韓

国の石炭火力増加政策変更で、石炭を大きく増や

そうとしているのはOECDの中では日本だけで、

世界の地球温暖化防止の流れに逆行することが顕

著となった。 

 

公害・地球懇 

活動日誌 
 5月 
   1日(月)◇メーデー ＊各団体署名行動 

   2日(火)◇環境公害セミナー打合せ会議 

              ＊7月22日の開催要綱 

                   (テーマ・講師・会場等)を確認 

             ◇原発関連費用の国民負担に関する 

                経済産業大臣宛て団体署名提出 

   3日(水)◇憲法集会 

              ＊委員会採決(共産党反対で可決) 

             ◇JNEP常任幹事会  

              ＊総会議案「補強修正」検討 

10日(水)◇JNEP主催「院内集会」 

              ＊eシフト・吉田さん、 

                 辰巳・武田参院議員が参加。 

           ◇全国災対連主催「院内集会」 

              「交渉」に参加 

13日(土)◇JNEP「2017年総会」 

             ＊①臨時幹事会(総会議案確認) 

                ②総会記念講演(寺西俊一先生) 

                ③総会議事 

16日(火)◇有明海「院内集会」/ 

               農水大臣申入行動 

18日(木)◇原発被害訴訟支援組織準備会 

19日(金)◇建設アスベスト訴訟提訴9周年 

             「追悼集会」 (日比谷野外音楽堂）/ 

                新宿駅西口大宣伝行動 

24日(水)◇生業・原訴連代表 東京土建要請訪問  

               (公害総行動代表同行) 

          ◇ミナマタ東京訴訟(弁論更新) 

25日(木)◇東京あおぞら連絡会常任理事会 

26日(金)◇地方自治研究全国集会実行委員会 

28日(日)◇川崎公害フェスタ 

31日(水)◇公害総行動埼玉連絡会 

            ◇東京都医療費助成制度連絡会(交渉) 

発    行  : 公害・地球環境問題懇談会 

                     (公害・地球懇／JNEP) 

連絡先  : 〒160-0022 東京都新宿区新宿2-1-3 

             サニーシティ新宿御苑10F 

       TEL  03-3352-9475   

         FAX  03-3352-9476 

郵便振替 : 00140-1-80892 

URL    : http://www.jnep.jp/ 



JNEP 公害・地球環境問題懇談会

#258/Jun.2017 11

 
ネモやんの福島便り 

            

  第１2回：１２日間を問い直す～ 

                      福島・放射能汚染地帯の山火事 

      「生業(なりわい)・福島原発訴訟」原告 根本 仁 

過酷事故を起こした東京電力福島第一原発から西に１１キロ。福島県浪江町の十万山で山火事

が発生。４月２９日から１２日間も燃え続けた山火事の現場は高濃度の放射能汚染で帰還困難区

域。火事により放射性物質は風で遠方まで飛散するか？情報は新聞、テレビ、インターネットに

あふれた。元東京電力の社員だった男性は警告した。「東北から愛知までの人は要注意」！一方、

強硬に反論する人もネットには現れた。「速やかにお詫びと訂正をしなければ信用問題」との脅

し文句も登場。国は何も語らず。今村復興大臣辞任のあとを継いだ福島県出身の吉野大臣は「正

確で客観的な情報を伝えていく。モニタリングポストの数値に何ら変動はない」と発言。福島県

は一貫して「健康に影響はない範囲。周辺の空間放射線量に大きな変化はない」と発表し続けた。

しかし、毎日新聞福島版は５月１０日に書いた。「放射性セシウム ８日の測定で前日より３～

９倍に上昇」。依然としてネットには危惧する声が相次いだ。 

それはそうだ。６年前の東電福島原発事故の時を思い出す。東京電力、政府、中央省庁、福島

県、は何をしたか？情報を隠し、噓をつき、最後は居直る。そんな姿を６年以上も見せつけられ

てきた福島県民。３月１２日の１号機の爆発、１４日の３号機の爆発に続き、１５日午前６時１

４分頃には２号機の圧力抑制プール付近で爆発音。大量の放射性物質が放出された。午後から風

は原発の北西方向に向って吹き、津波を逃れて国道１１４号線に沿って避難する人々の頭上に高

濃度の放射性物質が降り注いだ。避難のための情報を伝えるはずの文科省所管のスピーディーは、

大量の放射性物質がどの地域に撒き散らすかを正確に予想していた。その重要な情報を国民に知

らせなかった政府。福島県も「政府が発表しない情報を出すわけにはいかない」と、のたまわっ

た。だから６年２ヶ月の歳月で学んだことをメール仲間に伝えた。５月２日午前２時の発信「緊

急情報 風向きに注意！」。 

放射能の高濃度汚染地帯での山火事が福島県民に、日本国民に残した教訓とは何か。福島県の

面積の７割を占める山林に降り積もった放射性物質は除染しない、人の住む住宅地の傍の山林は

敷地の２０メートル奥までしか除染しない、と決めた国。そして一貫して「周辺の空間放射線量

に大きな変化はない」と言い張り続けた福島県。そこには放射能汚染の被害者である福島県民・

住民への配慮など一切持ち合わせない日本の行政の姿である。       

 

松本 泉 


